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【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産 ※２  

１．現金及び預金 ※３ 6,849,050  2,299,727

２．加盟店貸勘定 ※１ 1,068,788  509,825

３．商品  550,572  640,739

４．製品  17,956  17,368

５．原材料  34,423  34,361

６．貯蔵品  1,214  1,320

７．前渡金  21,908  11,309

８．前払費用  389,048  367,898

９．短期貸付金  366,260  275,449

10．未収入金  672,023  953,986

11．繰延税金資産  250,017  399,471

12．未収法人税等  －  155,115

13．その他  30,121  31,277

14．貸倒引当金  △6,625  △1,836

流動資産合計  10,244,759 31.9  5,696,013 22.3

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）自社有形固定資産   

１．建物 ※３ 4,701,782 5,158,498 

減価償却累計額  1,879,200 2,822,582 2,198,243 2,960,254

２．構築物 ※３ 863,332 980,965 

減価償却累計額  488,732 374,599 559,869 421,095

３．機械及び装置  357,115 357,115 

減価償却累計額  302,875 54,239 315,819 41,295

４．車両運搬具  32,980 24,303 

減価償却累計額  22,912 10,067 18,282 6,021

   



 - 3 - 

 

  
前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

５．器具備品  1,560,404 1,847,485 

減価償却累計額  1,101,611 458,793 1,361,490 485,994

６．土地 ※３ 2,678,064  2,857,055

７．建設仮勘定  33,680  15,365

自社有形固定資産合
計 

 6,432,026 20.0  6,787,082 26.6

(2）貸与有形固定資産   

１．建物  3,917,511 3,481,153 

減価償却累計額  1,477,338 2,440,173 1,435,949 2,045,204

２．構築物  848,526 851,504 

減価償却累計額  370,389 478,137 405,880 445,624

３．器具備品  2,720,592 2,310,070 

減価償却累計額  1,999,659 720,932 1,796,967 513,103

４．土地  541,703  541,703

貸与有形固定資産合
計 

 4,180,946 13.0  3,545,635 13.9

有形固定資産合計  10,612,973 33.0  10,332,718 40.5

２．無形固定資産   

(1）営業権  22,312  15,731

(2）借地権  46,329  48,310

(3）ソフトウェア  276  295

(4）電話加入権  43,249  48,832

(5）水道施設利用権  13,298  14,248

無形固定資産合計  125,465 0.4  127,416 0.5



 - 4 - 

 

  
前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

３．投資その他の資産 ※２  

(1）投資有価証券  278,813  296,900

(2）関係会社株式  1,048,186  1,151,421

(3）出資金  37  32

(4）関係会社出資金  104,443  35,979

(5）長期貸付金  883,718  803,416

(6）関係会社長期貸付金  3,391,479  2,148,360

(7）長期前払費用  49,113  38,662

(8）繰延税金資産  841,126  675,650

(9）敷金・保証金  5,943,733  5,255,024

(10）その他  145,278  145,555

(11）貸倒引当金  △1,524,984  △1,166,434

投資その他の資産合計  11,160,946 34.7  9,384,568 36.7

固定資産合計  21,899,386 68.1  19,844,704 77.7

資産合計  32,144,146 100.0  25,540,718 100.0
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前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債 ※２  

１．支払手形 ※９ 236,659  265,609

２．買掛金 ※２ 5,488,190  3,082,896

３．加盟店買掛金 
※2, 
3,4 

5,749,936  2,808,052

４．加盟店借勘定 ※１ 38,237  87,957

５．一年内返済予定長期借
入金 

※３ 140,000  112,000

６．一年内償還予定社債 ※３ －  500,000

７．未払金  1,378,559  922,982

８．未払法人税等  1,181,800  －

９．未払消費税等  115,665  121,307

10．未払費用  145,380  145,977

11．預り金  1,724,637  1,756,958

12．前受収益  408,645  358,963

13．賞与引当金  161,880  125,343

14．設備支払手形 ※９ 96,989  73,162

15．その他  19,073  15,493

流動負債合計  16,885,654 52.5  10,376,703 40.6

Ⅱ 固定負債 ※２  

１．社債 ※３ 500,000  －

２．長期借入金 ※３ 664,000  552,000

３．退職給付引当金  317,591  336,825

４．役員退職慰労引当金  375,310  373,560

５．長期預り金 ※５ 165,880  165,422

６．預り保証金 ※2,5 2,883,593  2,773,756

７．預り敷金 ※５ 1,058,942  852,779

固定負債合計  5,965,318 18.6  5,054,342 19.8

負債合計  22,850,973 71.1  15,431,046 60.4
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前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※６ 1,800,137 5.6  1,800,137 7.0

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  2,040,414 2,040,414 

資本剰余金合計  2,040,414 6.3  2,040,414 8.0

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  77,800 77,800 

２．任意積立金   

別途積立金  2,941,300 3,941,300 

３．当期未処分利益  2,471,370 2,279,577 

利益剰余金合計  5,490,470 17.1  6,298,677 24.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 △32,076 △0.1  △21,296 △0.1

Ⅴ 自己株式 ※７ △5,773 △0.0  △8,260 △0.0

資本合計  9,293,172 28.9  10,109,672 39.6

負債・資本合計  32,144,146 100.0  25,540,718 100.0
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   

１．売上高 ※１ (48,054,127) 48,054,127
(100.0)
85.6
(48,705,857) 48,705,857

(100.0)
86.1

Ⅱ 営業収入   

１．加盟店からの収入 ※２ 5,780,198 5,493,718 

（加盟店からの収入のう
ちロイヤルティー収入
の対象となる加盟店売
上高は次のとおりであ
ります。 
 前事業年度 
113,707,884千円 

 当事業年度 
106,527,463千円 

 直営店売上高との合計
額は次のとおりであり
ます。 
 前事業年度 
129,173,097千円 

 当事業年度 
125,475,096千円）

  

２．その他の営業収入 ※３ 2,332,198 8,112,396 14.4 2,348,063 7,841,782 13.9

営業総収入  56,166,523 100.0  56,547,639 100.0

Ⅲ 売上原価   

１．商品及び製品期首たな
卸高 

 448,026 568,529 

２．当期製品製造原価  6,905,727 6,253,220 

３．当期商品仕入高 ※４ 33,478,705 33,973,697 

合計  40,832,459 40,795,446 

４．商品及び製品期末たな
卸高 

 568,529 658,107 

売上原価 ※１ (40,263,930) 40,263,930
(83.8)
71.7
(40,137,340) 40,137,340

(82.4)
71.0

売上総利益 ※１ (7,790,197) (16.2) (8,568,517) (17.6)

営業総利益  15,902,593 28.3  16,410,299 29.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費   

１．荷造運賃  1,920,328 1,968,077 

２．広告宣伝費  106,626 56,521 

３．販売促進費  542,669 601,557 
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前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

４．役員報酬  148,947 142,856 

５．従業員給与・賞与  3,761,532 4,247,709 

６．賞与引当金繰入額  152,075 120,302 

７．法定福利費・厚生費  435,303 430,658 

８．水道光熱費  422,110 487,144 

９．消耗品費  117,057 122,762 

10．租税公課  155,469 156,088 

11．減価償却費  1,224,311 1,084,738 

12．不動産賃借料  1,287,840 1,416,587 

13．リース料  855,231 842,029 

14．業務委託料  533,377 389,103 

15．その他  1,132,995 12,795,876 22.8 1,228,101 13,294,239 23.5

営業利益  3,106,717 5.5  3,116,060 5.5

Ⅴ 営業外収益 ※４  

１．受取利息 ※４ 76,415 63,018 

２．受取配当金  4,121 4,114 

３．受取手数料  106,031 113,588 

４．雑収入  64,953 251,521 0.4 46,224 226,946 0.4

Ⅵ 営業外費用   

１．支払利息  30,187 29,626 

２．社債利息  12,465 12,465 

３．貸倒引当金繰入額  97,438 233,374 

４．雑損失  12,423 152,515 0.2 32,235 307,702 0.5

経常利益  3,205,723 5.7  3,035,304 5.4

Ⅶ 特別利益   

１．固定資産売却益 ※５ 1,473 5,820 

２．関係会社出資金売却益  － 19,228 

３．店舗営業権売却益  － 36,952 

４．貸倒引当金戻入益  5,153 14,196 

５．補償金・違約金   71,054 49,952 

６．子会社清算益  － 61,550 
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前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

７．その他 ※６ 855 78,537 0.1 － 187,700 0.3

Ⅷ 特別損失   

１．固定資産売却損 ※７ 25,934 50,627 

２．固定資産除却損 ※８ 416,601 425,058 

３．店舗閉店損失  465,029 494,634 

４．関係会社株式出資金評
価損 

 20,329 28,477 

５．子会社清算損  － 436,973 

６．貸倒引当金繰入額  48,092 162,060 

７．その他 ※９ 44,335 1,020,323 1.8 108,470 1,706,301 3.0

税引前当期純利益  2,263,936 4.0  1,516,702 2.7

法人税、住民税及び事
業税 

 1,215,560 482,954 

法人税等調整額  △163,495 1,052,065 1.8 8,714 491,669 0.9

当期純利益  1,211,871 2.2  1,025,033 1.8

前期繰越利益  1,358,890  1,362,949

中間配当額  99,391  108,405

当期未処分利益  2,471,370  2,279,577
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製造原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 材料費  4,922,393 71.3 4,379,707 70.0

Ⅱ 労務費  1,244,170 18.0 1,131,795 18.1

Ⅲ 経費  739,163 10.7 741,717 11.9

当期製品製造原価  6,905,727 100.0 6,253,220 100.0

    

 （注）１．原価計算の方法は、等級別総合原価計算を採用しております。 

２．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

前事業年度 当事業年度 

賃借料（千円） 47,971 賃借料（千円） 45,341 

水道光熱費（千円） 145,461 水道光熱費（千円） 151,924 

減価償却費（千円） 95,174 減価償却費（千円） 81,868 

消耗品費（千円） 229,709 消耗品費（千円） 227,871 

リース料（千円） 111,131 リース料（千円） 121,037 

 



 - 11 - 

 

重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

(1）子会社株式 (1）子会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法  移動平均法による原価法 同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

(1）商品（直営店） (1）商品（直営店） ２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法  売価還元法による原価法 同左 

 (2）商品（商品センター） (2）商品（商品センター） 

  月次総平均法による原価法 同左 

 (3）製品 (3）製品 

  月次総平均法による原価法 同左 

 (4）原材料 (4）原材料 

  月次総平均法による原価法 同左 

 (5）貯蔵品 (5）貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法  定率法 

 但し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物    27年～38年 

 器具備品  ３年～８年 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能見積期

間（５年）に基づいております。 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち当期の負担すべき額

を計上しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 

 （追加情報） 同左 

  平成15年２月17日開催の取締役会決

議により、内規を変更し役員退職慰労

金の基準額を平成15年２月末をもって

固定したことに伴い、平成15年３月以

降の繰入額は発生しておりません。 

 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項  税抜方式によっております。 同左 

 

会計方針の変更 

前事業年度 当事業年度 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準） 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が

平成15年３月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表

から適用されることになったことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準及び適用指針によっております。なお、こ

れによる影響については、「１株当たり情報に関する注

記」に記載しております。 

────── 
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表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

────── 

 

 

 

 

（損益計算書） 

１．前事業年度まで特別利益の「その他」に含めて表示  

しておりました「関係会社出資金売却益」は、特別利

益の合計額の100分の10を超えることとなったため、区

分掲記することに変更しました。 

  なお、前事業年度における関係会社出資金売却益の

金額は、855千円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年２月29日） 

当事業年度 
（平成17年２月28日） 

※１．加盟店貸勘定及び加盟店借勘定は、それぞれ加

盟店との間に発生した債権及び債務であります。 

※１．        同左 

※２．関係会社に対する主な資産・負債 ※２．関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 
 

その他の資産 467,252千円

買掛金及び加盟店買掛金 120,627 

預り保証金 372,530 

その他の負債 344,167 
  

 
その他の資産 552,923千円

買掛金及び加盟店買掛金 96,627 

預り保証金 204,670 

その他の負債 158,502 
  

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 
 

建物 1,279,306千円

構築物 117,414 

土地 2,522,407 

計 3,919,128 
  

 
建物 1,200,837千円

構築物 106,251 

土地 2,522,407 

計 3,829,497 
  

（注） 上記のほか、定期預金2,000千円をナンバー

ズ販売のための担保に供しております。 

なお、担保提供資産には関係会社である大黒

屋食品㈱の銀行借入金に対し、物上保証とし

て担保に供しているものを含んでおります。 

（注） 担保提供資産には関係会社である大黒屋食品

㈱の銀行借入金に対し、物上保証として担保

に供しているものを含んでおります。 

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 
 

加盟店買掛金 20,000千円

一年内返済予定長期借入金 140,000 

社債 500,000 

長期借入金 664,000 

計 1,324,000 
  

 
加盟店買掛金 20,000千円

一年内返済予定長期借入金 112,000 

一年内償還予定社債 500,000 

長期借入金 552,000 

計 1,184,000 
  

※４．加盟店買掛金は加盟店が仕入れた商品代金の買

掛金残高であります。 

※４．        同左 

※５．長期預り金、預り保証金及び預り敷金の主なも

のは加盟店からのものであります。 

※５．        同左 

 
※６．会社が発行する株式の総数 
（普通株式） 

36,160,072株

発行済株式の総数 
（普通株式） 

9,040,018株

  

 
※６．会社が発行する株式の総数 
（普通株式） 

36,160,072株

発行済株式の総数 
（普通株式） 

9,040,018株

  
※７．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,934株であります。 

※７．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

6,695株であります。 

 ８．保証債務  ８．      ────── 

 加盟店の銀行からの借入に対し、次のとおり債

務保証を行っております。 

 

 
個人フランチャイジー 
（２名） 

2,554千円
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前事業年度 
（平成16年２月29日） 

当事業年度 
（平成17年２月28日） 

※９．事業年度末日満期手形の会計処理については、  

手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度

末残高に含まれております。 

※９．      ────── 

支払手形           39,727千円  

流動負債「その他」      77,592千円 

(設備支払手形) 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．売上高、売上原価、売上総利益は加盟店に対す

る卸売及び直営店の小売によるものであります。 

※１．        同左 

※２．加盟店からの収入の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２．加盟店からの収入の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

ロイヤルティー収入 3,516,693千円

設備等賃貸収入 2,200,104 

加盟金収入 63,400 

計 5,780,198 
  

 
ロイヤルティー収入 3,294,497千円

設備等賃貸収入 2,140,620 

加盟金収入 58,600 

計 5,493,718 
  

※３．その他の営業収入の内訳は次のとおりでありま

す。 

※３．その他の営業収入の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

事務代行収入 1,217,214千円

その他 1,114,983 

計 2,332,198 
  

 
事務代行収入 1,168,113千円

その他 1,179,950 

計 2,348,063 
  

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 
 

商品仕入高 1,007,580千円

受取利息 51,905 

その他の営業外収益 21,280 
  

 
商品仕入高   838,896千円 

受取利息   41,582 

その他の営業外収益   17,220 
  

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

建物 264千円

構築物 100 

車両運搬具 － 

器具備品 1,109 

計 1,473 
  

 
建物 838千円

構築物 8 

車両運搬具 531 

器具備品 4,328 

その他 113 

計 5,820 
  

※６．その他の特別利益の内訳は次のとおりでありま

す。 

※６．      ────── 

 
関係会社出資金売却益 855千円

計 855 
  

   

※７．固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

※７．固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

建物 20,292千円

構築物 5,642 

計 25,934 
  

 
建物 37,165千円

構築物 8,481 

器具備品 4,978 

その他 1 

計 50,627 
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前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※８．固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

※８．固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

建物 337,189千円

構築物 39,868 

機械及び装置 88 

車両運搬具 319 

器具備品 39,136 

計 416,601 
  

 
建物 313,304千円

構築物 41,074 

器具備品 70,476 

その他 203 

計 425,058 
  

※９．その他の特別損失の内訳は次のとおりでありま

す。 

※９．その他の特別損失の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

違約金・補償金 31,642 

関係会社株式出資金売却損 5,999 

その他 6,693 

計 44,335 
  

 
違約金・補償金 103,800 

関係会社株式出資金売却損 3,720 

その他 950 

計 108,470 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円）

機械及び装置 588,281 261,853 326,427

器具備品 1,986,503 823,692 1,162,811

ソフトウェア 1,065,966 449,905 616,061

合計 3,640,751 1,535,451 2,105,300

  

 

 
取得価額相
当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円）

機械及び装置 586,808 291,952 294,856

器具備品 2,085,460 1,220,833 864,626

ソフトウェア 1,149,923 607,133 542,789

合計 3,822,192 2,119,919 1,702,272

  
(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 782,805千円

１年超 1,437,990 

合計 2,220,795 
  

 
１年内 831,045千円

１年超 985,006 

合計 1,816,051 
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
 
支払リース料 882,127千円

減価償却費相当額 876,487 

支払利息相当額 66,455 
  

 
支払リース料 886,631千円

減価償却費相当額 836,803 

支払利息相当額 48,961 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 
 
１年内 11,340千円

１年超 － 

合計 11,340 
  

 
１年内 728千円

１年超 － 

合計 728 
  

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年２月29日現在）及び当事業年度（平成17年２月28日現在）における子会社株式で時価

のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
 
繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 497,404千円

役員退職慰労引当金否認 151,625 

退職給付引当金超過額 128,307 

未払事業税 99,762 

賞与引当金損金算入限度超過額 61,026 

固定資産除却損否認 43,037 

店舗閉店損失否認 13,126 

関係会社株式出資金評価損否認 12,122 

その他有価証券評価差額に対す
る税効果 

21,743 

その他 62,989 

 合計 1,091,143 
  

 
繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 442,751千円

役員退職慰労引当金否認 150,918 

退職給付引当金超過額 136,077 

長期前払費用償却額否認 53,851 

賞与引当金損金算入限度超過額 50,638 

固定資産除却損否認 37,383 

店舗閉店損失否認 80,758 

関係会社株式出資金評価損否認 90,895 

その他有価証券評価差額に対す
る税効果 

14,435 

その他 17,412 

 合計 1,075,122 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 
法定実効税率 41.0％ 

住民税均等割額 2.8％ 

税率変更による差異 0.5％ 

損金に算入されない関係会社株
式出資金評価損 

0.4％ 

交際費等永久に損金に処理され
ない項目 

0.2％ 

その他 1.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

46.5％ 

 
 平成15年３月31日に「地方税法等の一部を改正

する法律」が公布されたことに伴い、当期の繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成

17年３月１日以降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実効税率は、前期の41.0％

から40.4％に変更されました。 

 その結果、繰延税金資産が12,229千円減少し、

当事業年度に計上された法人税等調整額が12,169

千円、その他有価証券評価差額金が130千円それ

ぞれ増加しております。 
  

 
法定実効税率 41.0％ 

住民税均等割額 4.6％ 

交際費等永久に損金に処理され
ない項目 

△ 0.7％ 

スケジューリング不能一時差異 △ 6.0％ 

損金に算入されない関係会社株
式出資金評価損 

△ 7.1％ 

その他 0.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

32.4％ 
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（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,028円57銭 1,119円15銭 

１株当たり当期純利益 134円11銭 113円46銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載しておりま

せん。 

同左 

 当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

また、当社は、平成15年４月21日

付で株式１株につき1.1株の株式分

割を行っております。 

なお、同会計基準及び適用指針を

前事業年度に適用し、かつ、当該株

式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度における１株当

たり情報については、以下のとおり

となります。 

────── 

 
 

前事業年度 

１株当たり純資産額 917.34円

１株当たり当期純利益 160.99円

  

 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,211,871 1,025,033 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,211,871 1,025,033 

期中平均株式数（株） 9,036,093 9,033,955 

 

 



(チェーン全店）

売上高 百分率 売上高 百分率
% % % %

30,507 23.6% 99.7% 28,914 23.1% 94.8%

加 工 食 品 44,672 34.6% 97.0% 42,415 33.8% 94.9%

生 鮮 食 品 13,777 10.7% 98.6% 13,910 11.0% 101.0%

食 品 合 計 88,957 68.9% 98.2% 85,239 67.9% 95.8%

非 食 品 37,745 29.2% 96.0% 37,949 30.3% 100.5%

サ ー ビ ス 2,472 1.9% 107.0% 2,287 1.8% 92.5%

合 計 129,173 100% 97.7% 125,475 100.0% 97.1%

比較増減
（△は減少）

比較増減
（△は減少）

広 島 県 173 店 △ 13 144 店 △ 29

福 岡 県 135 △ 10 123 △ 12

山 口 県 44 △ 3 40 △ 4

岡 山 県 40 △ 4 31 △ 9

兵 庫 県 30 △ 2 29 △ 1

島 根 県 72 3 74 2

鳥 取 県 53 4 55 2

大 分 県 25 △ 4 23 △ 2

佐 賀 県 5 △ 1 5 0

熊 本 県 19 △ 4 19 0

愛 媛 県 17 △ 2 13 △ 4

香 川 県 25 1 18 △ 7

大 阪 府 16 1 16 0

京 都 府 16 △ 3 14 △ 2

滋 賀 県 4 0 4 0

東 京 都 125 7 141 16

神 奈 川 県 47 △ 6 58 11

千 葉 県 12 2 14 2

埼 玉 県 6 3 10 4

合 計 864 △ 31 831 △ 33

商   品   別   売   上   状   況

地  域  別  店  舗  数  の  状  況

前期比

当会計期間
自  平成16年３月１日
至  平成17年２月28日

前事業年度
自  平成15年３月１日
至  平成16年２月29日

当会計期間末
（平成17年２月28日現在）

前期比

 (単位：百万円）

前事業年度末
（平成16年２月29日現在）

チェーン全店店舗数

ファーストフード

期   別

商  品  別
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(チェーン全店）

売上高 百分率 売上高 百分率

25,342 19.6% 22,738 18.1%

20,996 16.3% 19,821 15.8%

5,971 4.6% 5,852 4.7%

5,282 4.1% 4,588 3.6%

4,143 3.2% 3,926 3.1%

12,506 9.7% 12,879 10.3%

8,753 6.8% 9,339 7.4%

4,104 3.2% 3,750 3.0%

802 0.6% 631 0.5%

3,132 2.4% 2,849 2.3%

2,510 1.9% 2,125 1.7%

3,170 2.5% 2,951 2.3%

2,053 1.6% 2,587 2.1%

2,100 1.6% 1,987 1.6%

602 0.5% 311 0.2%

19,276 14.9% 20,388 16.2%

6,592 5.1% 6,347 5.1%

1,347 1.0% 1,577 1.3%

491 0.4% 831 0.7%

129,173 100.0% 125,475 100.0%

         (単位：百万円）

当会計期間
自  平成16年３月 1日
至  平成17年２月28日

大分県

佐賀県

島根県

前事業年度
自  平成15年３月 1日
至  平成16年２月29日

愛媛県

熊本県

兵庫県

神奈川県

鳥取県

滋賀県

京都府

大阪府

東京都

香川県

地  域  別  売　上　高  数  の  状  況

埼玉県

合　　　計

千葉県

広島県

福岡県

山口県

岡山県

期   別

商  品  別
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